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事 例

次の各事例において，資産 Sの含み益は，誰に対

して，いつ，どれだけ課税されることになるか。結論

を導き出すにあたり，所得税法５９条や６０条のどの規定

をどのように適用してその結論に至っているかを明ら

かにせよ。租税特別措置法の適用は考慮しないものと

する。

事例１ 太郎が甲株式会社に対し，譲渡所得の起因と

なる資産 Sを贈与した。太郎における Sの取得

費は１０であり，贈与時の Sの時価は５０である。

事例２ 太郎が花子に対し，譲渡所得の起因となる資

産 Sを贈与した。太郎における Sの取得費は１０

であり，贈与時の Sの時価は５０である。

事例３ 乙株式会社が花子に対し，資産 Sを贈与し

た。乙における Sの簿価は１０であり，贈与時の S

の時価は５０である。

事例４ 太郎が花子に対し，譲渡所得の起因となる資

産 Sを，代金１０で売却した。太郎における Sの

取得費は２０であり，売却時の Sの時価は５０であ

る。

所 得 税

所得税法５９条と６０条の適用関係

東京大学教授 増井 良啓
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� 問題の所在

所得税法５９条がシャウプ勧告に由来する規定であり，時価で譲渡

があったとみなすことによって含み損益の清算を行う趣旨であるこ

とは，よく知られている�。しかし，この規定については，法律の

解釈論として必ずしも十分に明らかになっていない点があるように

思われる。そこで，机上の設例をもとに，所得税法５９条と６０条の適

用関係を整理してみたい。

その際，贈与と低額譲渡に関するいくつかの解釈上の論点に対象

をしぼる。すなわち，個人から法人への贈与，個人間贈与，法人か

ら個人への贈与，個人間低額譲渡につき，資産の含み益が誰に対し

ていつどのように課税されるかを，所得税法５９条と６０条の適用関係

に留意しながら検討する。

本稿が検討する論点は，具体的には次のとおり。

＊ 資産を譲渡した個人に対する所得税法５９条１項の適用の有無

は，資産を受け取った法人における当該資産の取得価額と連動

するようになっているか。また，そもそも連動させるべきか。

＊ 所得税法５９条１項が適用されない場合，所得税法の適用関係は

どうなるか。

＊ 所得税法５９条１項の１号と２号はいかなる関係にたつか。とり

わけ，１号にいう「贈与」は，２号にいう「著しく低い価額の

対価として政令で定める額による譲渡」に含まれるか。

＊ 所得税法５９条１項１号と２号の関係の読み方は，６０条１項１号

と２号の関係の理解の仕方と，整合性を保つ必要があるか。

＊ 所得税法６０条１項１号にいう「贈与」は，法人からの贈与を含

むか。

＊ 個人間の低額譲渡であって，譲渡人について所得税法５９条１項
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２号と５９条２項のいずれも適用がない場合，譲受人における資

産の取得価額はどの規定を根拠として決定すべきか。

これらの問題を論ずるにあたり，本稿では，現行所得税法５９条の

規定の適用範囲を所与の前提とする。周知のように，資産の無償移

転の時点でキャピタル・ゲインやキャピタル・ロスを実現させるこ

との立法政策論上の当否については，激しい議論がある�。いやむ

しろ，従来，立法政策論上の当否が問題とされるあまり，規定の解

釈論を詰める地道な作業が不十分であったのではないだろうか。こ

のような反省にたち，以下では，ひとまず現行規定の適用範囲を所

与のものとした場合の解釈論に力点をおく。付随的に立法論に及ぶ

場合においても，上の前提の枠内にとどめる。

なお，所得税法５９条と６０条の解釈論上の問題としては，他にも多

くの論点が存在する。贈与にかかる部分の規定にかぎっても，そも

そも「贈与」の意義が難問である�。相続や遺贈についても興味深

い論点があるし�，公益的団体に対する寄付との接点でも問題が生

ずる�。これらに関する検討は，別の機会にゆずる。

� 基本的な立法趣旨と法律の「建て付け」

１ 対構造を成すものとしての所得税法５９条と６０条

こまかい解釈論に入るまえに，あらかじめ，本稿の問題意識を述

べておこう。

所得税法５９条と６０条は，キャピタル・ゲイン課税の考え方を理解

する上での試金石ともいうべき規定であり，たいへんに興味深いも

のである。

５９条の立法趣旨としては，比較的早い時期に，その前身規定につ

いて，最高裁が次のように説明している�。すなわち，最高裁は，

所 得 税
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譲渡所得に対する課税が資産の増加益に対する清算課税であること

を述べたのちに，「対価の伴わない資産の移転においても，その資

産につきすでに生じている増加益は，その移転当時の右資産の時価

に照して具体的に把握できるものであるから，同じくこの移転の時

期において右増加益を課税の対象とするのを相当と認め，資産の贈

与，遺贈のあった場合においても，右資産の増加益は実現されたも

のとみて，これを前記譲渡所得と同様に取り扱うべきものとした」

と判示している。

そして，６０条については，５９条と対をなす規定として理解するこ

とが通例であろう。たとえば，６０条２項によれば，資産を移転した

側の居住者が５９条１項１号の適用を受けた場合には，含み損益が清

算されるから，資産の移転を受けた側の居住者にとって，取得費の

引き継ぎはなく，時価で取得したものとみなす。また，６０条１項１

号にいう「贈与」の意義に関して，最高裁は，「贈与者に経済的な

利益を生じさせる負担付贈与を含まない」と解しているところ�，

その原審判決は，含み益に対する「課税の繰り延べが認められるた

めには，資産の譲渡があっても，その時期に譲渡所得課税がなされ

ない場合でなければならない」と述べており，譲渡側での清算課税

の有無と譲受側での取得価額の引き継ぎの有無を，相互に連動する

ものとしてとらえている�。

比較的最近においても，最高裁は，次のように判示して，所得税

法６０条１項の規定の趣旨は増加益に対する課税の繰り延べにあると

いう理解を踏襲している。いわく，「譲渡所得課税の趣旨からすれ

ば，贈与，相続又は遺贈であっても，当該資産についてその時にお

ける価額に相当する金額により譲渡があったものとみなして譲渡所

得課税がされるべきところ（法５９条１項参照），法６０条１項１号所定

の贈与等にあっては，その時点では資産の増加益が具体的に顕在化

しないため，その時点における譲渡所得課税について納税者の納得
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を得難いことから，これを留保し，その後受贈者等が資産を譲渡す

ることによってその増加益が具体的に顕在化した時点において，こ

れを清算して課税することとしたものである。同項の規定により，

受贈者の譲渡所得の金額の計算においては，贈与者が当該資産を取

得するのに要した費用が引き継がれ，課税を繰り延べられた贈与者

の資産の保有期間に係る増加益も含めて受贈者に課税されるととも

に，贈与者の資産の取得の時期も引き継がれる結果，資産の保有期

間（法３３条３項１号，２号参照）については，贈与者と受贈者の保

有期間が通算されることとなる。」�

このような理解は，キャピタル・ゲイン課税の論理を体現したも

のとして，すでに日本における重要な判例法理を形成しているもの

と考える。

２ 法律の規定の「建て付け」

ところが，所得税法５９条と６０条の規定を子細に読みあわせてみる

と，両者の規定振りは，必ずしも精密な形で対になっているわけで

はない。一見して明らかな点として，相手方が法人である場合，相

手方の課税関係は法人税法によって律せられるから，所得税法の中

で対応関係を書ききることは，もともと不可能である。しかも，個

人間の贈与についても，５９条や６０条の内部で，具体的に何号の規定

が該当するのか，実は，規定の読み方が一義的に定まらない条文構

造になっている。

このような意味で，現行法の規定は，寄せ木細工と評すべきもの

であり，異なる主体間の取引の基本的パタンを網羅的に叙述するこ

とに成功していない。そこで，みなし譲渡をめぐる立法政策論とは

別のレベルの課題として，法律の解釈論を詰めておく作業が必要に

なる。これが，本稿を公表するにあたってのそもそもの問題意識で

ある。

所 得 税
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なお，さらに一歩進んで付言するならば，ここで論ずることは，

所得税法の規定振り全体に通ずる。つまり，所与の立法政策を前提

とした場合に，その政策を過不足なく法律の規定に明確に書き込む

ことができているかという，立法技術の精密性をめぐる課題であ

る。所得税法をひとつの建物にたとえるならば，その「建て付け」

を不断に改善していくことは，私たち納税者のために使い勝手のよ

いしくみをつくるために，不可欠のことがらである�。本稿で５９条

と６０条をとりあげるのは，このような作業が必要であることを，個

別の事例研究を通じて訴えるためでもある。

３ 机上設例を用いることの意義

このような問題意識を展開するため，以下では，４つの机上設例

を用いて議論を進める。所得税法５９条と６０条を単純な例にあてはめ

ることで，解釈論上の問題点を浮き彫りにするためである。

この点，机上設例ではなく，実際の事案に即した設例のほうが望

ましいという意見があるかもしれない。しかし，本稿の主眼は法律

の規定の適用関係を明らかにすることにあり，まずは単純な机上設

例が解けなければ，現実世界の複雑な事案にはすすめない�。同じ

理由で，設例では，円などの通貨単位も省略する。

� 個人から法人への贈与

１ 個人贈与者段階での含み益の清算

事例１は，太郎が甲株式会社に対し，譲渡所得の起因となる資産

Sを贈与する場合である（図１）。

この場合，太郎に対して，所得税法５９条１項１号の適用がある（「贈

与（法人に対するものに限る）」に該当する）�。従って，太郎は，
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贈与時の時価５０により，Sの譲渡があったものとみなされる。その

結果，３３条３項の総収入金額が５０となり，取得費１０（および譲渡費

用）の合計額を控除することで，譲渡損益を計算することになる。

こうして，資産 Sの含み益４０は，贈与時に太郎の段階で清算され

る。

２ 法人受贈者における取得価額

� 問題の所在

このとき，甲株式会社には，受贈益５０が生じる（法人税法２２条２

項）。

では，この場合の甲における Sの取得価額はどのようにして決

すべきか。

取得価額の決定につき，法人税法は，すべての資産について網羅

的な規定を用意しているわけではない。しかし，すくなくとも法令

に規定がある場合には，取得時の時価５０をもって Sの取得価額と

すべきであろう。すなわち，棚卸資産（法人税法施行令３２条１項３

号），減価償却資産（同５４条１項６号），有価証券（同１１９条１項２２号）

について，取得価額を５０とすることができよう。

資産 Sが土地であった場合のように，取得価額に関する明文の

規定が置かれていない場合についても，同様にして，甲における S

の取得価額は５０となるものと解される。その理由付けとしては，企

業会計原則第三５Fは「贈与その他無償で取得した資産について

は，公正な評価額をもって取得原価とする」としているから，この

考え方が法人税法２２条４項を介して法人税法の解釈として妥当する

図１ 事例１の図解

贈与

太郎 甲株式会社

所 得 税
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とみることができる。

� 取得価額をめぐるふたつの発想

ところで，甲が資産 Sを贈与によって取得した場合，甲は取得

の対価として支出を行っているわけではない。それにもかかわら

ず，Sの取得価額がゼロではなく，「取得のために通常要する金額」

すなわち５０とされるのはなぜであろうか。

ここで，所得税制の基本的なあり方という角度からみると，ふた

つの異なる考え方がありうる�。第１は，贈与を受けた甲にとって

受贈益が５０だということを理由にして，取得価額を５０とみる考え方

である。第２は，贈与をした太郎の段階で含み益４０が清算されてい

るからという理由によって，取得価額を５０とみる考え方である。

� 評価と展望

現行法人税法がいずれの考え方を基調にしているかは，見解が分

かれるところであろう。しかし，譲渡所得に対する課税の趣旨が含

み益の清算にあること�からすると，第２の考え方が説得的であ

る。

この考え方をとる利点として，次の点があげられる。すなわち，

取得価額の決定を，取引当事者の間での重複課税や課税の真空を防

止する調節弁としての役割を果たすべきものに改鋳し，構想してい

けるということである。このことを事例１に即していえば，甲の手

元における資産 Sの取得価額を５０とすることにより，太郎の手元

でいったん課税された含み益について，甲の手元で再度課税される

ことを防止できる，というわけである。

実際，組織再編成に関する法人税制の整備により，一般的にいっ

て，適格の場合には簿価を引き継ぎ，非適格の場合には時価で取得

したものとみる方向で，規定が設けられてきている。これは，資産
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の移転元で課税の対象とされたかどうかを基準にして，資産の移転

先における取得価額を決定するものとみることができ，法人税法が

すでに上の第２の考え方を受け入れている例といえる。

この考え方を法人が個人から受けた贈与についておしすすめるな

らば，いったんキャピタル・ゲイン課税の対象とされた部分につい

て取得価額調整を行う趣旨を明示するよう，法人税法施行令にルー

ルを明定すべきこととなろう。すなわち，贈与者における含み益清

算の有無と連動させる形で，取得価額を決定する旨の課税ルールで

ある。

３ 個人贈与者段階で含み損を実現する場合

なお，以上では含み益について述べたが，同じことは，資産 S

が含み損を抱える場合についてもあてはまる。たとえば，事例１に

おいて，資産 Sの取得費が５０であり，時価が１０であったとしよう。

このとき，所得税法５９条１項１号の適用により，太郎は１０で譲渡を

したものとみなされ，譲渡損が計上される。甲株式会社における資

産 Sの取得価額は，１０となる。

� 個人から個人への贈与

１ 個人贈与者段階での課税関係の不発生

事例２は，太郎が花子に対し，譲渡所得の起因となる資産 Sを

贈与する場合である（図２）。

図２ 事例２の図解

贈与

太郎 花子

所 得 税
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この場合，太郎には，所得税法５９条１項の適用はない。同項１号

は，括弧書きの限定により，法人に対する贈与についてのみ適用さ

れるからである�。よって，時価譲渡があったとみなさないことは，

文理上，明らかである。

さらに，この場合において，太郎が譲渡損を計上しない点も，争

いのないところと思われる。ここで，贈与によって太郎の譲渡所得

の総収入金額がゼロとなり，取得費１０の控除が認められると考える

余地がおよそありえないというわけではない。しかし，そのような

考えをとることはなく，太郎の段階では課税関係を発生させないの

である。そしてこの結論は，贈与を受けた個人について，贈与者の

取得価額を引き継ぐ旨を所得税法６０条１項１号が明文で規定してい

ることによって，裏面から支持することができる。

２ 所得税法５９条１項１号不適用の場合の条文操作

� 問題の所在

問題は，太郎について譲渡損を計上しないという結論を導くため

の条文操作である。いま，譲渡所得についていえば，５９条は３３条の

特例である。よって，特例の適用が否定された場合，考え方の筋道

としては，本則である３３条の適用を考えることになる。ここで，解

釈が分岐する。

� ３３条不適用説

第１の解釈は，個人間贈与については，３３条の適用もないとする

ものである。条文解釈の技術としては，５９条１項の反対解釈として，

同項不適用の結果，３３条１項にいう「資産の譲渡」がなかったと解

することが考えられる。譲渡所得に関する本則規定の適用がないか

ら譲渡損がでてこないというわけである。

しかし，この解釈は，所得税法の内部に受け皿がないという点で
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やや不自然であるばかりか，最高裁の採用する一般論と衝突する。

最高裁は，３３条１項の「資産の譲渡」の意義について，「有償無償

を問わず資産を移転させるいっさいの行為をいう」としており�，

贈与はこれに該当するからである。

そこで，３３条１項にいう「資産の譲渡」にはあたるが，５９条１項

不適用の反射的効果として，３３条の適用効果が発生しない，つまり，

譲渡所得の金額の計算に入らない�とすることが考えられる。

� ５９条２項適用説

第２の解釈は，個人間贈与について３３条の適用があり，かつ，５９

条２項の制限がかかるとするものである。すなわち，５９条２項は，

譲渡所得の起因となる資産を個人に対し「同項［１項］第２号に規

定する対価の額により譲渡した」場合，譲渡損をなかったものとみ

なしている。ここで，「同項第２号に規定する対価の額」とは時価

の２分の１に満たない金額であり（所得税法施行令１６９条），対価ゼ

ロの場合を含む。とすると，贈与を「対価ゼロの譲渡」とみること

で，贈与は５９条２項の適用範囲に含まれることになり，５９条２項を

適用する結果として譲渡損を計上しないという結論を導き出すこと

ができる�。

この解釈によると，５９条１項１号にいう「贈与」は，２号にいう

「著しく低い価額の対価として政令で定める額による譲渡」に含ま

れるのであって，その結果として太郎に５９条２項が適用される，と

いうわけである。これに対しては，それならばなぜ，所得税法５９条

１項１号は「贈与」をわざわざ取り出して，２号とは別に規定した

のかという疑問が残る。ただし，最高裁の一般論をうけて「資産の

譲渡」の意義を広く解する立場にたち，現行所得税法の中に解釈論

上の受け皿を見いだそうとすれば，第２の解釈にも，それなりの理

由があるであろう。
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� 検討

いずれの解釈も一長一短があり，いずれかの全面的な採用には躊

躇をおぼえるところである。

第２説のように，５９条１項１号の「贈与」が２号の「著しく低い

価額の対価として政令で定める額による譲渡」に含まれるという解

釈に対しては，それでは１号の贈与に関する部分が死文化してしま

う，という批判がありうる。

この点について，１号の贈与に関する部分が死文化してもかまわ

ないと割り切ってしまうことはできないものであろうか。解釈論と

しては据わりが悪いが，このように割り切れば，１号の贈与に関す

る部分は本来不要であり，単に注意的に規定したにすぎないという

ことになる。この割り切りは，論理的に鋭いものがあり，将来の立

法論の指針となりえよう。

もっとも，解釈論としては若干歩みを進めすぎている感も否めな

い。沿革的にも，贈与と低額譲渡を書き分ける規定振りは，昭和２５

年法律７１号による所得税法５条の２においてみなし譲渡の原始規定

が設けられたときから踏襲されてきた�。その下で，みなし譲渡の

対象となる「贈与」の意義をめぐって重要な裁判例が積み重なって

おり�，１号が全くの死文であるといいきることは，現時点の解釈

論としては安定性を欠く。

� 本稿の結論

以上から，第２説にもかなりの魅力を感ずるのではあるが，結論

としては第１説をとっておきたい。すなわち，太郎について譲渡損

の計上を否定することの説明としては，５９条１項の不適用の結果，３３

条の適用効果が阻却され，譲渡所得の計算に入らないものと考え

る。
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３ 個人受贈者における取得費

� 取得費の引き継ぎ

贈与を受けた花子における資産 Sの取得費は，どの規定によっ

て導くべきであろうか。ここで結論として，太郎の取得費１０を花子

が引き継ぐこと自体には，問題がない。この引き継ぎにより，資産

Sの含み益は，太郎の段階ではなく，花子の段階で将来課税の対象

とされることになる。

� 問題の所在

問題は，その根拠規定である。

文理の上では，所得税法６０条１項１号が「贈与」と規定している

から，１号を適用するのが自然である。刑法の分野にいう法条競合

のような考え方により，２号よりも適用範囲の狭い１号が優先して

適用されるという解釈も，補強的に援用できよう。

これに対し，贈与が譲渡に含まれると解するならば，花子につい

ても６０条１項２号を適用するという解釈が成り立つ。つまり，「贈

与」を対価ゼロの譲渡とみて，６０条１項２号の「前条第２項の規定

に該当する譲渡」，つまり，個人間で著しく低い対価で譲渡をし，

譲渡損が生ずる場合に該当するものとする解釈である。花子につい

てのこの解釈は，太郎に対する５９条１項の適用において上述した第

２の解釈をとる立場から，５９条と６０条を整合的に読むことのできる

解釈論として提唱されるであろう。

� 検討

このように，文理の上では１号が自然であり，５９条の解釈と平仄

をあわせる意味では２号にも理由がある。

２号説の難点は，６０条１項１号の贈与に関する部分が死文化しか

ねない，ということにある。この点を重視すると，素直に文理にし
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たがって，１号を適用すべきことになろう。

なお，ここで，折衷説を考案する可能性があるかもしれない。た

とえば，１号の適用で支障が生じない場合には１号を適用し，２号

を適用しないと支障がある場合には２号を適用するといった折衷的

な解決である。しかし，技巧的であって分かりにくいため，支持者

は少ないであろう。

� 本稿の結論

以上を勘案し，花子の取得価額を決する根拠規定としては，６０条

１項１号を適用すべきであると考える。

４ 個人受贈者における贈与税課税と所得税法上の取得費の関
係

念のために付言しておけば，花子には，贈与を受けた時点におい

て贈与税がかかる可能性がある。だが，花子における取得費は，あ

くまで上述の条文操作によって決すべきものであり，贈与税がかか

るかどうかとは関係がない。

取得費の決定についてこのように考える理由としては，太郎の段

階で含み益が清算されていないから，太郎の取得費１０を花子が引き

継ぐ，という理由付けによるべきであろう。つまり，花子が取得し

た資産 Sが贈与税の対象とされることと，花子における資産 Sの

取得費の決定とは，少なくともキャピタル・ゲインの課税について

は，論理的にイレレバント（無関係）な関係にある，と考えるので

ある。

この考え方によれば，現行法が，相続税がかかる場合と異なり（租

税特別措置法３９条），贈与税がかかる場合に取得費に対する贈与税額

の加算措置を講じていないことは，それなりに理屈が通っているこ

とになる。一般化していえば，資産の受贈者にとっての取得費の決
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定は，受け取った価値に対する課税を理由とするものではなく，贈

与者における清算の有無を理由とする。ゆえに，入ってきたものに

対する贈与税課税の有無は，取得費の決定に影響しない�。

５ 他人の含み益を引き継ぐことの合理性

資産 Sの含み益について太郎が課税を受けない代わりに，花子

としては，太郎の手元で発生した資産の増加益についても，将来の

譲渡時に課税される可能性が出てくる。このように花子が他人の含

み益を引き継ぐことは，キャピタル・ゲイン課税を繰り延べたこと

の帰結である。所得税法６０条１項の趣旨として，最高裁が確認する

ところでもある�。この考え方を一歩展開すれば，資産に関するキャ

ピタル・ゲインやキャピタル・ロスは，誰かの手元で必ず一回清算

されなければならないという方向に向かうであろう�。

もっとも，花子個人の視点からみた場合，他人の手元で発生した

含み益について課税を受けることは，合理的であろうか。この疑問

については，次の応答が可能である。第１に，贈与は多くの場合，

家族構成員間など人的に密接な関係のある者の間で行われるであろ

うから（これは実証研究を要する言明であるが），そのような場合，

花子は全くの他人の税金を背負い込むわけではない。第２に，仮に

太郎の手元で清算課税されていたとすれば，花子は所得税引後の財

産価値分しか受贈できなかったかもしれない。このように考える

と，個人が個人から贈与を受ける財産には，含み益に関する潜在的

な租税債務が付着していると説明するのが適切であろう。

この場合，贈与税の課税ベースを計測する上で，将来納税するか

もしれない所得税の租税債務の現在価値を債務控除の対象としなけ

れば，贈与財産が過大に評価されてしまう�。しかし，そのような

現在価値を確定するのは困難であり，現行相続税法はそのような債

務控除を認める明文の規定を置いていない。なお，立法のあり方と
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しては，贈与税の課税標準の算定において調整するのではなく，潜

在的所得税額を贈与税額から税額控除する方式も設計することがで

きよう。

６ 資産の含み損の実現が繰り延べられる場合

以上に述べたことは，贈与された資産が含み損を抱えている場合

にも，同じようにあてはまる。たとえば，事例２で，資産 Sの取

得費が５０であり，贈与時の時価が１０であったとしよう。このとき，

Sの含み損４０は，贈与時に太郎の段階で実現することはない（所得

税法５９条２項）。花子における資産 Sの取得費は，太郎における取

得費を引き継ぎ，５０となる（６０条１項２号）。

� 法人から個人への贈与

１ 法人贈与者における含み益の清算

事例３は，甲株式会社が花子に対し，資産 Sを贈与する場合で

ある（図３）。

この場合，甲においては，贈与した資産 Sの贈与時の価額５０に

つき法人税法３７条の寄附金規定の適用があり（７項の「その他の資

産の……贈与」をした場合にあたる），同時に，２２条２項による５０

の益金計上，２２条３項１号による Sの原価１０の損金計上があろう。

よって，資産 Sの含み益は，贈与時に甲の手元で課税に服するこ

とになる。

図３ 事例３の図解

贈与

甲株式会社 花子
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２ 個人受贈者における取得費

� 問題の所在

では，花子における Sの取得費はどうなるか。

６０条１項１号は「贈与」と規定するだけであり，誰から贈与を受

けたかについて明示していない。そのため，規定を卒然と読むなら

ば，法人からの贈与についても１号が適用され，花子が甲における

取得費を引き継ぐことになるようにも見える。しかし，資産 Sの

含み益４０は甲の段階ですでに清算されているから，花子における S

の取得費を１０とすれば，含み益に対して再度課税が及ぶことになっ

てしまう。

この結果を避けるための解釈論として，２つのものが考えられ

る。

� ６０条１項１号の限定解釈

第１説は，６０条１項１号にいう「贈与」を目的論的に限定解釈し，

贈与側で含み益を清算する法人からの贈与を含まないと解するもの

である。

この点に関する最高裁の先例は，見あたらない。けれども，最高

裁はかねてより，「所得税法６０条１項１号にいう『贈与』には贈与

者に経済的な利益を生じさせる負担付贈与を含まない」と判示して

いる�。１号をそのように解する理由は，個人贈与者に経済的な利

益を生じさせる場合，贈与者の段階で含み益に対する課税が及ぶか

ら，取得費の引き継ぎに適さないということにあると考えられる。

そうだとすれば，法人贈与者において資産の含み益が課税の対象と

なる場合についても同様に，１号の「贈与」に含まれないと解する

のである。
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� ６０条１項柱書きの解釈

第２説は，６０条１項柱書きにいう「前条第１項に規定する資産」

に，「居住者の有する」という文言を読み込む解釈である�。

ここにいう「居住者」は個人であるから，６０条１項の適用対象は，

贈与者が個人であった場合のみをカバーし，贈与者が法人であった

場合を除外することになる。この解釈は，６０条１項１号２号に挙げ

られている他の事由が，相続・遺贈・個人間低額譲渡のように，贈

与者が個人の場合であることとも平仄が合う。

� 検討

これら２つのうち，第１説は，資産の贈与者においてキャピタル・

ゲインが清算されたかどうかを基準とし，６０条１項１号の文言を目

的論的に解釈する。第２説との違いは，贈与をする法人が非課税法

人である場合に端的に表れるであろう。たとえば，事例４と異なり，

贈与側の法人が公益法人であった場合，非収益事業の一環として資

産 Sを贈与しても，法人側で資産の含み益が清算され課税に服す

ることはない。このとき，第２説であると，６０条１項は個人による

贈与に限るから，花子が取得費を引き継ぐ余地はない。これに対し，

第１説のもとでは，法人側で含み益の清算が済んでいないことを理

由として，６０条１項１号にいう「贈与」にあたると解する余地がで

てくる。

これまで述べてきたように，本稿は，贈与した側において資産の

含み益・含み損が清算済みであるかどうかと連動する形で，受贈者

における資産の取得費を考える発想を支持してきた。したがって，

第１説の発想に共感できるところが多い。もっとも，受贈者として

は贈与者段階での課税の有無をどのようにして知りうるか，手続が

明定されていない場合に執行が不安定にならないか，といった問題

が残ることは否定できない。
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これに対し，第２説は，より文理に忠実に規定を解釈するもので

あり，解釈技術として洗練されている。執行上の安定性も高いであ

ろう。もっとも，厳密にいえば，「居住者の有する」資産であると

いうことは，資産の所有を示すにとどまる。贈与の主体を明示する

ものではない。よって，他人物売買のような場合まで想定すると，

誰が贈与したかについては解釈で補う必要があろう。つまり，「居

住者の有する」資産であれば当然に個人が贈与した場合であると考

え，６０条１項の適用範囲から法人からの贈与を除外するのである。

� 本稿の結論

本稿では，資産に関するキャピタル・ゲインを誰かの手元で一回

清算課税する（＝重複課税もなければ課税漏れもないようにする）

という発想をこの規定の解釈論として貫徹するための試みとして，

第１説を支持しておきたい�。ただし，この説を執行可能なものに

するには，贈与者＝非課税団体から受贈者に対する通知など，必要

な手続を整備することが必要であろう。

� ６０条１項不適用の帰結

以上，事例３の花子には，所得税法６０条１項は適用されず，取得

費の引き継ぎはない。

花子における Sの取得費は，受贈時の時価ベースで決定し，５０

とされよう。その根拠規定としては，Sがいずれの資産であるかに

よって異なる。たとえば，たな卸資産（所得税法施行令１０３条１項３

号），有価証券（同１０９条１項５号），減価償却資産（同１２６条１項５号）

のような場合，明文の規定がある。その他の資産についても，キャ

ピタル・ゲイン課税の趣旨からみて，贈与者において課税が及んだ

範囲に連動する形で取得費を定めるための規定を置くことが望まし

い。
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３ 個人受贈者に対する一時所得課税

花子には一時所得が生ずる可能性がある（所得税基本通達３４－１

�参照）。一時所得の総収入金額として５０がカウントされることは，

花子における資産 Sの取得費の決定と―それはキャピタル・ゲイ

ン課税との関係で定まるべきものであるから―論理的には「すれち

がい」の関係にある�。

４ 法人段階で含み損を実現する場合

以上に述べたことは，贈与側の法人で含み損を計上する場合に

も，同様にあてはまる。たとえば，乙株式会社における資産 Sの

簿価が５０であり，贈与時の時価が１０であったとしよう。このとき，

含み損４０は贈与時に乙の段階で清算され，花子における Sの取得

費は１０となる。

� 個人間の低額譲渡

１ 前提問題としての時価の認定

事例４は，太郎が花子に対し，譲渡所得の起因となる資産 Sを，

「著しく低い価額の対価」（所得税法５９条１項２号，所得税法施行令

１６９条）によって譲渡した場合である（図４）。

この事例では，売却時の Sの時価５０に対して，代金１０は１／２未満

であり，「著しく低い価額の対価」による譲渡という要件を満たす

ことが明白である。現実には，資産の時価を測定することが困難で

図４ 事例４の図解

資産 S（時価５０）

太郎 花子

代金１０
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あることから，この要件を満たすかどうかが争われる例が多い�。

時価の認定こそが実務上最も困難な課題であることは想像に難くな

く，所得税法５９条１項２号が時価の１／２基準というおおまかな基準

を採用している理由も，時価の認定に幅がありうることを念頭にお

いたものであろう。ここでは，時価の認定をめぐる問題が解決した

場合に条文の適用関係がどうなるかという点に，論題をしぼりこ

む。

以下，上の基準を満たす対価による譲渡のことを，単に「低額譲

渡」と呼ぶ。

２ 個人間低額譲渡における損失計上の繰延べ

所得税法５９条１項２号は，括弧書きが明示しているように，法人

に対する低額譲渡に限って適用される。よって，個人間の低額譲渡

である事例４には，適用がない。

このとき，太郎の譲渡所得の金額を３３条３項によって計算したと

すれば，総収入金額が１０であり，取得費が２０であるため，譲渡損が

出てくることになる。この結果をそのまま放置すれば，経済的にみ

れば資産 Sについて含み益があるにもかかわらず，太郎は，譲渡

対価を操作することにより，自分は損出しをした上で，膨張した含

み益を花子に付け替えることが可能になってしまう。そこで，この

ような場合に備えて，５９条２項は，譲渡所得の計算上，不足額を，

なかったものとみなしている。よってこの事例においても，太郎は，

譲渡損は計上できないことになる。

この場合，花子の取得費は，所得税法６０条１項２号により，太郎

の取得費２０を引き継ぐ。これは，太郎の段階で譲渡損を計上しなかっ

たことと連動している。こうして，譲渡時に資産 Sに存した含み

益４０に対する課税は，太郎の段階から花子の段階へと繰り延べられ

る。

所 得 税
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花子には，贈与税がかかる可能性がある（相続税法７条）。このこ

とが花子における資産 Sの取得費の決定の理由付けとして不適切

であることは，前述した通りである。

３ 時価の１／２未満で譲渡損の出ない場合

ここで，事例４の数値例を若干変更し，譲渡損が出ない場合につ

いて考えてみよう。たとえば，太郎が花子に対し，譲渡所得の起因

となる資産 Sを，代金２０で売却した。太郎における Sの取得費は

１０であり，売却時の Sの時価は５０である，という数値例で検討す

る（図５）。

このとき，個人間の低額譲渡であるため，太郎に対して５９条１項

２号の適用はない。しかも，太郎にとって，譲渡所得の総収入金額

が取得費を上回っているから，５９条２項にいう不足額もない（譲渡

費用は無視する）。よって，５９条２項の適用もない。結局，５９条は

適用されず，本則である３３条が適用されることになる。こうして，

譲渡対価２０は，資産 Sの時価５０の１／２未満であるけれども，この２０

がそのまま総収入金額として計上される。

この場合に太郎が譲渡所得の計算上控除できる取得費の計算につ

いては，（あ）１０がそのまま計上されるという考え方と，（い）時価

５０に占める対価２０の比率を１０に乗じた４が計上されるという考え方

が，いずれも成立しうる。所得計算のあり方としては，（い）のほ

うが精密である。だが，所得税法５９条２項はわざわざ法人に対する

低額譲渡のみに限ってみなし譲渡としているから，個人間の低額譲

渡については，損失が出ない限りは当事者自治に処理をゆだねて取

図５ 事例４の変化型その１

資産 S（時価５０）

太郎 花子

代金２０
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得費控除を認めていると解する余地がないわけではない。しかも，

現実事例においては時価の正確な認定が困難であるため，仮に（い）

のように解した場合，紛争の多発も予想される。控除する取得費を

按分計算する場合には，控除できなかった残りの部分（この例では

１０－４＝６）を，花子の段階で取得費に加算計算する必要もでてく

る。このような処理を強制するためには，法令によって明確な規定

を置くことが，租税法律主義の観点からも望ましい。以上から，（あ）

の考え方のほうが，現行法の解釈としては穏当であると考える。

なお，低額譲渡を受けた花子において，資産 Sの取得費は，２０

となる。その根拠規定は６０条１項２号ではなく（「前条第２項の規

定に該当する譲渡」にあたらない），３８条１項である。花子につい

て贈与税がかかる可能性があることは，上の２におけると同様であ

る。

４ 時価の１／２以上の場合

さらに数値例を変えて，事例４において，譲渡対価が資産の時価

の１／２以上であった場合についても，適用すべき条文は上の３にお

けるそれと変わらない。

たとえば，太郎が花子に対し，譲渡所得の起因となる資産 Sを，

代金３０で売却した。太郎における Sの取得費は２０であり，売却時

の Sの時価は５０である，という数値例で考えよう（図６）。

このとき，太郎には，５９条１項２号の適用もなければ，同条２項

の適用もなく，本則の３３条が適用される。花子における資産 Sの

図６ 事例４の変化型その２

資産 S（時価５０）

太郎 花子

代金３０
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取得費については，６０条１項２号の適用がなく，３８条を適用して決

定する。

５ 譲渡側個人で譲渡損が発生する場合についての規律の存在
理由

以上から明らかなように，所得税法５９条２項および６０条１項２号

は，譲渡側の個人で譲渡損を発生する場合を念頭において，譲渡損

をなかったものとみなし，損失の計上を繰り延べる。これらの規定

の存在により，譲渡益が生ずる場合と譲渡損が生ずる場合とでは，

異なる課税ルールが妥当することになる。

ところで，５９条２項の規定の存在理由はどこにあるのであろう

か。一般的には，損出しをしようとする納税者の動きに対処するも

のであるという説明が可能である�。ここではより具体的な人的状

況を考えあわせ，次の仮説を提出しておきたい。個人間の低額譲渡

が家族構成員の間で生ずることが多いかどうかは，実証研究に待つ

べきことがらである。しかし，もしそのような状況が存在するなら

ば，この規定は，家族構成員の間での資産移転による損失計上を否

定する機能を果たすことになる。その限りで，所得税法５６条と同様，

家族を一体としてとらえる発想があらわれているとみることも可能

であろう。実証研究が待たれる領域のひとつである。

� 結論と展望

以上，個人から法人への贈与，個人間贈与，法人から個人への贈

与，個人間低額譲渡につき，資産の含み益が誰に対して，いつどの

ように課税されるかを，所得税法５９条と６０条の適用関係に留意しな

がら検討した。
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解釈論上の主要な結論をまとめると，次の通りである。

＊ 資産の移転を受けた法人における当該資産の取得価額は，資産

を移転した個人に対する所得税法５９条１項の適用の有無に連動

させて決することが望ましい。

＊ 所得税法５９条１項１号の不適用の結果，３３条の適用効果が阻却

され，譲渡所得の計算に入ることが禁止されると解すべきであ

る。

＊ 所得税法５９条１項１号にいう「贈与」は，論理的には同２号に

いう「譲渡」に包摂されるが，１号の死文化を避けつつ文理に

即したルール適用の安定性を確保するため，１号の適用余地を

残すべきである。

＊ 所得税法６０条１項１号と２号は，５９条１項１号と２号の読み方

と整合性を保つ形で解釈すべきである。

＊ 所得税法６０条１項１号にいう「贈与」は，含み損益の清算が済

んだ法人からの贈与を含まないと解すべきである。

＊ 個人間の低額譲渡であって，譲渡人について所得税法５９条１項

２号と５９条２項のいずれも適用がない場合，譲受人における資

産の取得価額は，３８条によって決すべきである。

解釈論の常として，本稿の結論そのものには，異論があるであろ

う。しかし，所得税法５９条と６０条について解釈問題として整理すべ

き点が存在することを示すことができたとすれば，本稿の最小限の

目的は達せられたことになる。建設的批判とより精度の高い検討を

待ちたい。

注� 金子宏『所得概念の研究』７５頁（有斐閣・１９９１年）。所得税

法５９条の規定は，シャウプ勧告による前身規定の導入以降，い

くたの変遷をとげている。この間の状況を通覧するには，所得

所 得 税
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税基本通達６０－１の表４を参照することが便利である。この表

４をみながら，贈与と低額譲渡にしぼって変遷をたどってみる

と，４つの時期が存在する。すなわち，�昭和２５年原始規定の
時期，�昭和３３年に被相続人からの死因贈与を適用対象からは
ずした時期，�昭和３７年に選択制を導入した時期，�昭和４８年
以降の現行規定において個人間贈与と個人間低額譲渡を適用対

象外とした時期，である。現行規定の形をとる前の�と�の各
時期において，規定振りがどうなっていたかを記しておこう。

�の時期の規定

昭和２５年法律７１号における所得税法５条の２

［第１項］相続，遺贈又は贈与に因り第９条第１項第７号

又は第８号に規定する資産の移転があつた場合において

は，相続，遺贈又は贈与の時において，その時の価額によ

り，同項第７号又は第８号に規定する資産の譲渡があつた

ものとみなして，この法律を適用する。

［第２項］前項の規定は，相続，遺贈又は贈与があつた場

合において，相続開始の時において被相続人が有していた

財産の価額から被相続人の債務で相続開始の際現に存する

もの（公租公課を含む。）の金額及び葬式費用を控除した

金額が３０万円以下であるとき又はその年中に同一人に対し

てなした贈与に係る財産の価額が３万円以下であるとき

は，これを適用しない。

［第３項］著しく低い価額の対価で第９条第１項第７号又

は第８号に規定する資産の譲渡があつた場合においては，

その譲渡の時における価額により，当該資産の譲渡があつ

たものとみなして，この法律を適用する。
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�の時期の規定

昭和３７年法律４４号による改正後の所得税法５条の２

［第１項］遺贈（包括遺贈及び相続人に対する遺贈を除く。）

又は贈与（相続人に対する贈与で被相続人たる贈与者の死

亡に因り効力を生ずるものを除く。）に因り第９条第１項

第７号又は第８号に規定する資産の移転があつた場合にお

いては，相続，遺贈又は贈与の時において，その時の価額

により，同項第７号又は第８号に規定する資産の譲渡があ

つたものとみなして，この法律を適用する。

［第２項］著しく低い価額の対価で第９条第１項第７号又

は第８号に規定する資産の譲渡があつた場合においては，

その譲渡の時における価額により，当該資産の譲渡があつ

たものとみなして，この法律を適用する。

［第３項］前２項の規定は，これらの規定に規定する遺贈，

贈与又は譲渡が個人に対するものである場合において，当

該遺贈をした者に係る相続人（包括受遺者を含む。）又は

当該贈与若しくは譲渡をした者が，命令の定めるところに

より，政府に対し，これらの規定の適用を受けない旨及び

当該遺贈又は贈与若しくは譲渡に関する明細を記載した書

面を提出したときは，これを適用しない。

� たとえば，大島隆夫＝西野襄一『所得税法の考え方・読み方

［第２版］』２７頁（１９８８年）は，「私は実はこのみなし譲渡とい

う制度が全然理解できないのです。……みなし譲渡の理論とい

うのは現実の税制論としてはよほどの問題だろう」（大島発

言）として，強く異論を述べている。同１６９頁以下も参照。

� 岡正晶「相続税法及び所得税法における『贈与』」税務事例

研究２５号６１頁（１９９５年）。

� 法人に遺贈をしたところ，遺留分減殺請求を受けた場合につ

いて，最判平成４年１１月１６日訟月３９巻８号１６０２頁（参照，水野

忠恒『家族法判例百選［第５版］』２４４頁（１９９２年））。人格のな

所 得 税
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い社団等に対する遺贈につき，東京地判平成１０年６月２６日訟月

４５巻３号７４２頁。相続人が限定承認をしたのちに，相続財産が

相続債務を超えることが明らかになった場合においても，所得

税法５９条１項１号が適用されるとしたものとして，東京地判平

成１３年２月２７日税務訴訟資料２５０号順号８８４５（→東京高判平成

１３年８月８日税務訴訟資料２５１号順号８９５７で維持）。限定承認に

かかる相続につき，被相続人のみなし譲渡所得に対する所得税

の法定納期限は，家庭裁判所の審判の告知時から起算するので

はなく，相続開始を知った翌日から起算するとしたものとし

て，東京地判平成１５年３月１０日訟月５０巻８号２４７４頁（判例時報

１８６１号３１頁。参照，東亜由美『租税判例百選［第４版］』７７頁

（２００５年））。

� 租税特別措置法４０条に関して，東京高判平成１２年１２月２１日訟

月４８巻６号１５４６頁。

� 最判昭和４３年１０月３１日訟月１４巻１２号１４４２頁（榎本家事件）。

� 最判昭和６３年７月１９日判例時報１２９０号５６頁（浜名湖競艇場用

地事件）。参照，岩�政明『租税判例百選［第４版］』７８頁（２００５
年）。

� 東京高判昭和６２年９月９日行集３８巻８＝９号９８７頁。

� 最判平成１７年２月１日訟月５２巻３号１０３４頁（判例時報１８９３号

１７頁，ゴルフ場会員権付随費用事件）。参照，高野幸大・ジュ

リスト１３１９号１８２頁（２００６年）。

� 増井良啓「債務免除益をめぐる所得税法上のいくつかの解釈

問題（上）」ジュリスト１３１５号１９２頁，１９３頁（２００６年）。

� 本文で述べたことは，現実の事案に即した事例研究の意義を

否定するものではない。論文の目的に応じて，適切な素材が異

なってくるというだけのことである。譲渡所得に関する裁決例

を素材とした事例研究として，増井良啓「転々譲渡と所得税―

国税不服審判所平成６年５月３１日裁決を念頭において―」税務

事例研究３１号５１頁（１９９６年），増井良啓「転々譲渡と所得税	
―国税不服審判所平成６年１１月２５日裁決を念頭において―」税
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務事例研究３７号６３頁（１９９７年）。

� ２号でなく１号を適用する理由については，のちに，�２お
よび３で述べる。

� 本条で述べたのは租税政策（tax policy）の観点からの説明

である。これに対し，施行令が取得価額という会計用語を用い

ていることからもわかるように，贈与によって取得した資産を

帳簿に記載する際に，対価が明らかでないため，その代わりに

通常要する対価の額を用いているというのがむしろ通例の理解

であろう。たとえば，武田昌輔『平成１０年版立法趣旨法人税法

の解釈』１１４頁（財経詳報社・１９９８年）は，棚卸資産の所得価

額について，「購入，自家製造又は合併，出資によって取得さ

れた資産以外の棚卸資産（贈与，交換及び債権の弁済として取

得した棚卸資産など）については，通常それに対応する対価の

額が明らかでない場合が多い。たとえば現物の贈与を受けた場

合の資産については，これに見合う対価が存在しない。……し

たがって，この場合にはその取得のときにおいて，その資産を

取得するために通常必要とされる価額，すなわち仕入時価と，

その資産を費消し，又は販売の用に供するために直接要した費

用との合計額によることとされる。」とする。さらに参照，武

田昌輔「事例研究第１１０回事例２」税研１３１号５２頁（２００７年）。

なお，武田隆二『平成１７年版法人税法精説』３０２頁（森山書店・

２００５年）は，有価証券の所得価額について，「この共通原理は，

特定の条件を充足する場合以外は，有価証券のもつ公正価値

（フェア・バリュー：購入時価で表現されるものとみなす。）

こそが入帳価額となるべきだとする解釈の上に立っている。」

と述べている。

� 最判昭和４３年１０月３１日・前掲注�，最判昭和４７年１２月２６日民
集２６巻１０号２０８３頁。

� ２号でなく１号を引用している理由は，すぐあとで述べる。

ちなみに，仮に２号によったとしても，個人間資産移転が２号

の事由に該当しない点は，１号と全く同じである。

所 得 税
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� 最判昭和５０年５月２７日民集２９巻５号６４１頁（名古屋医師財産

分与事件）。参照，鬼塚太美『租税判例百選［第４版］』８０頁。

なお，DHCコンメンタール所得税法§３３・１の１�は，「資産
の無償譲渡である贈与等は所有権の転移ではあるが，本条［３３

条］第１項にいう『譲渡』に含まれない」という説を紹介して

いる。

� 岡村忠生「収入金額に関する一考察」法学論叢１５８巻５＝６

号１９２頁，２０７頁（２００６年）は，「やや無理のある解釈」と断り

つつ，「収入金額が発生しないことをも擬制している」という

考え方を示唆している。

� 岡村・前掲注�・２０７頁。
� 注解所得税法研究会編『４訂版注解所得税法』２０７頁（大蔵

財務協会・２００５年）は，相続・遺贈・贈与による資産の移転に

ついて規定を設けたことから，「その理論的アナロジーとして

『著しく低い価額による資産の譲渡』の場合も，これと同様と

された」と説明している。

� 前掲注�。
� 水野忠恒「譲渡所得の取得価額」日税研論集５０号６３頁，７３頁

（２００２年）は，米国の立法例において，贈与により財産の取得

をした場合，贈与税が課された分だけ取得価額を引き上げる規

定が置かれたことを紹介している。遺産税体系の下での贈与税

の課税方法にも関係する可能性があり，比較法の観点から検討

を要する点である。

	 最判平成１７年２月１日・前掲注
。
� 田中治「資産の取得価額をめぐる近時の紛争例」税務事例研

究６５号２７頁，３５頁（２００２年）は，「みなし譲渡課税の理念は，

資産の移転時のそれぞれにおいて，すべて資産の増加益に課税

しようとするものであり，法５９条１項のみなし譲渡課税の規定

と，みなし譲渡課税の後の譲渡をにらんで規定された法６０条２

項の規定とは，一体として，この理念を具体化したものという

ことができる。」とする。ただし，増加益を清算するという考
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え方そのものについては，田中治＝土師秀作「贈与により取得

したゴルフ会員権の名義書換料の取得費性」三木義一＝田中治

＝占部裕典編著『租税判例分析ファイル�所得税編』５８頁，６５
頁（税務経理協会・２００６年）で，「すでに現行法の仕組み自体

が，……みなし譲渡課税を縮小していることからして，この本

質論の現実妥当性には相当の疑問がある。」と述べている。

� 相続の場合について，佐藤英明『プレップ租税法』１８５頁，１９０

頁（弘文堂・２００６年）。

� 最判昭和６３年７月１９日・前掲注�。
� 岡村忠生ほか『ベーシック税法』１１６頁（岡村執筆・有斐閣・

２００６年）。

� この点については，さらに突っ込んだ議論が必要である。非

課税団体Eから個人 Iに対して含み益のある資産 Sが移転し

た場合，第１説は，Eで清算されなかったことを理由として，

Iの段階で含み益を課税対象に含める。これは，Eに対する人

的非課税措置を，個人間贈与に対する課税繰り延べと同様に扱

うものである。これに対しては，Eに対する人的非課税措置に

より強力な効果を付与すべきであり，移転時の資産 Sの含み益

は将来にわたっても課税の対象から除外すべきであるという異

論が予想される。このようなやり方は，たとえば米国法におけ

る相続時の基準価額の付け替え（step up basis）などに例があ

る。このやり方は，Eの租税属性を Iに移転するものであり，

その立法政策論上の当否については，議論がある。参照，増井

良啓『結合企業課税の理論』３２０頁（東京大学出版会・２００４年）。

� これに対し，時効取得の場合の資産の取得費につき，東京地

判平成４年３月１０日訟月３９巻１号１３９頁は，入ってきたものに

ついて課税されたことが取得費を時価とする理由であると考え

ているようである。時効取得の場合のあるべき課税方式につい

ては，佐藤・前掲注�・２４４頁を参照。
� 時価の認定をめぐる裁判例として，神戸地判昭和４１年４月３０

日訟月１２巻８号１２１０頁，名古屋高判昭和４８年１２月６日訟月２０巻
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５号１７９頁，東京地判平成２年２月２７日訟月３６巻８号１５３２頁，

横浜地判平成３年６月１０日訟月３８巻３号５１９頁→東京高判平成

４年６月２９日訟月３９巻５号９１３頁など。

� 中里実「みなし譲渡と時価主義」日税研論集３０号８９頁，１１５

頁（２００２年）。なお，大島＝西野・前掲注�・１７４頁（西野発言）
は，「所得税が家事費，家事関連費の控除を認めないという大

原則に立つ限り当然の規定ですね」とする。
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